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（写真）米州機構（OAS） “３月２０日 OAS 事務局長投票でルイス・アルマグロ事務局長が再選” 

 

 

２０２０年３月２０日（金曜） 

 

政 治                     

「米州機構 アルマグロ事務局長が再任 

～２５年５月まで反マドゥロ体制を維持～」 

「CLAP 代表 Covid-１９対策班長に就任」 

「Covid-１９緊急事態令を正式に公布」 

経 済                     

「ベネズエラ産原油 １バレル１９．５３ドル」 

「モナガス州の PDVSA Gas 工場で爆発」 

「Sunagro 食品１２品目の充足計画を発表」 

社 会                     

「マドゥロ政権 Covid-１９給付金を支給」 

2020 年 3 月 21～22 日（土・日） 

 

政 治                    

「Covid-１９感染確認者 ７７名 

～キューバ人医師１３０名を招聘～」 

「軽症患者は国営ホテルの寝室を使用」 

「ボリビア ５月大統領選の延期を発表」 

経 済                    

「マドゥロ政権 Covid-１９の経済対策発表 

～賃貸料６カ月無料、解雇不可、給料保証～」 

「ベネズエラの産油量、日量５０万バレルに？」 

「マドゥロ政権 IMF に１０億ドルの融資要請」 

「NYT Petro 開発者のインタビュー記事公開」 
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２０２０年３月２０日（金曜）             

政 治                       

「米州機構 アルマグロ事務局長が再任         

  ～２５年５月まで反マドゥロ体制を維持～」       

 

３月２０日 米州機構（OAS）の次期事務局長を決める

投票が行われた。 

 

投票前日には、カリブ共同体（CARICOM）、メキシコ

政府が Covid-１９を理由に投票の延期を求めたが、続

行される形となった。 

 

投票の結果、加盟３４カ国（うちキューバは投票権が無

いので、実質３３カ国）中２３カ国の支持（１８カ国の

支持が就任要件）を受けて現職のルイス・アルマグロ事

務局長の再任が決まった。また、ネスター・メンデス氏

も事務局長秘書官に再任した。 

 

今回の当選によりアルマグロ事務局長は２０２５年５

月まで OAS の代表を務めることになる。 

 

アルマグロ事務局長は、マドゥロ政権を強く非難する人

物。同氏が再任することで（１１月の米国大統領選でト

ランプ大統領が再任した場合）、OAS は引き続きマドゥ

ロ政権との対立を維持することになる。 

 

アルマグロ事務局長の対抗馬として立候補していたの

は、ペルー政府が推薦したウーゴ・デ・セラ在米ペルー

大使とアンティグア・バーブーダ及びセントビンセン

ト・グレナディーン諸島が推薦したマリア・フェルナン

ダ・エスピノサ元国連総会議長の２名。 

 

しかし、ペルー政府は３月１７日にウーゴ・デ・セラ大

使の推薦を取りやめると発表。マリア・フェルナンダ元

国連総会議長とアルマグロ事務局長の一騎打ちとなっ

た。 

マリア・フェルナンダ元国連総会議長を支持した国は１

０カ国だった。 

 

投票は、秘密投票のためどの国が誰に投票したのかは分

からない。 

 

しかし、推薦国であるアンティグア・バーブーダ及びセ

ントビンセント・グレナディーン諸島は、フェルナンダ

元国連総会議長に投票したと考えるべきだろう。 

 

加えて、メキシコ政府、アルゼンチン政府はアルマグロ

事務局長の就任に反対を表明しているためフェルナン

ダ元国連総会議長に投票したとされる。 

他、ニカラグアも政治スタンス的にアルマグロ事務局長

に投票することは考えにくい。残りはカリブ海の国と思

われる。 

 

なお、当日の選挙が実施される直前、メキシコ政府は 

「グアイド政権はベネズエラの正当な政府としての機

能を果たしておらず、ベネズエラ政府と認識するのは内

政干渉に当たる」との理由からグアイド政権によるベネ

ズエラとしての投票権を無効とするよう提案している。 

 

この提案に対して、ボリビア政府が反論。 

メキシコ政府は、ボリビアのエボ・モラレス元大統領の

亡命を受け入れており、ボリビアへの明確な内政干渉を

行っており、訴えと行動が伴っていないと非難する一幕

があった。 

 

アルマグロ事務局長の再任を受け、グアイド議長は自身

のツイッターに祝辞を投稿。 

 

「アルマグロ事務局長の再任を祝福する。 

アルマグロ事務局長は、凄惨な人権侵害を行っているマ

ドゥロ独裁政権と戦うベネズエラ国民を可視化してい

る。ベネズエラ国民は彼に感謝をしている。」 

と投稿した。 
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他方、マドゥロ政権は外務省を通じてアルマグロ事務局

長の再任について声明を発表。 

「アルマグロ事務局長の再任は、米国植民地主義による

グロテスクな謀略の結果」 

と非難した。 

 

「CLAP 代表 Covid-１９対策班長に就任」         

 

３月１９日 マドゥロ大統領は、CLAP 代表を務めるカ

ルロス・レアル・テジェリア将軍を Covid-１９対策班長

に任命した。 

 

CLAP は、安価な食料の配給を行う政府の社会開発プロ

グラムで、商品の流通管理は軍部が請け負っており、汚

職の温床とされている。 

 

CLAP 代表は、パドリーノ・ロペス国防相、レミヒオ・

セバジョCofanb指令室長など軍部のトップに上るため

の登竜門と言える役職と言える。 

 

 

（写真）Maduradas 

“カルロス・レアル・テジェリア将軍” 

 

 

 

 

 

 

「Covid-１９緊急事態令を正式に公布」                  

 

３月１３日 マドゥロ大統領は Covid-１９の非常事態

宣言を発表したが、官報では公布されていなかった（「ベ

ネズエラ・トゥデイ No.419」参照）。 

 

３月２０日、Covid-１９非常事態宣言が官報で正式公布

された。 

 

緊急事態令の期間は３０日間で、４月１３日まで有効。 

その後も、必要に応じて３０日毎に延長が可能となる。 

 

同政令には、保健省の権限により Covid-１９感染確認

者および感染の恐れのある人物を２週間（１４日間）隔

離することができると定められている。 

 

他、全ての公共交通機関に乗る際、あるいは大衆が集合

するスペースではマスク着用を義務付けると定められ

ている。 

 

経 済                        

「ベネズエラ産原油 １バレル１９．５３ドル」           

 

石油省は、３月１６日~２０日の週のベネズエラ産原油

平均価格を公表した。 

 

３月１６日~２０日の平均価格は、１バレル１９．５３

ドル。先週が１バレル２６．９４ドルだったので、２７．

５％減と大幅に下落したことになる。 

 

ベネズエラ産原油に限らず、WTI 原油、ブレントの価

格も下落している。 

 

ベネズエラ石油省の公表では、同週の WTI は先週比２

２．４％減の１バレル２６．５９ドル、ブレントは先週

比２１．４％減の２９．２ドルとなっている。 
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なお、３月２０日夜、ロスネフチのセーチン社長は

OPEC との協調減産が暗礁に乗り上げた理由について、

米国シェールオイルへの対抗意識があったことを明ら

かにした。 

 

米国のシェール潰しを目的にしているのであれば、協調

減産の不調は計画的なもので一時的な議論の衝突によ

る混乱ということではないだろう。 

 

長期戦になると考えるべきで、原油価格の低迷はしばら

く続くのかもしれない。 

 

「モナガス州の PDVSA Gas 工場で爆発」                    

 

３月２０日 ピエロ・モラウン議員は、自身のツイッタ

ーでモナガス州 Punta de Mata 地区にある「PDVSA Gas」

エル・カリート工場で爆発が発生したと投稿した。 

 

爆発が起きたのは３月１９日。 

爆発後に火災が発生し、近隣住民が危険にさらされてい

るとした。 

 

 

（写真）ピエロ・モラウン議員ツイッター 

 

 

 

「Sunagro 食品１２品目の充足計画を発表」                  

 

「国家農業事業管理局（Sunagro）」のメンリー・フェル

ナンデス代表は、Covid-１９による緊急事態に対応する

ための特別計画を実行すると発表した。 

 

フェルナンデス代表によると、特別計画とは、基礎食料

品１２品目の流通・販売を特に保証するもののようだ。 

 

ただし、１２品目が具体的にどの商品かについては言及

しなかった。 

 

一般的に言えば、「卵」「牛乳」「マーガリン」「カラオタ

豆」「レンズ豆」「米」「砂糖」「とうもろこし粉」「小麦

粉」「パスタ」「食塩」「食用油」などが挙げられる。 

 

社 会                        

「マドゥロ政権 Covid-１９給付金を支給」           

 

３月１８日 マドゥロ大統領は Covid-１９に対応する

補助金の支給を発表した。 

 

３月２０日に同補助金の詳細を発表。 

「規律と連帯補助金」と題して３月２９日までに祖国カ

ード保有者に対して BsS.３５万を支給するとした。 

同補助金の支給を受けるためには、祖国カードの登録情

報（労働環境に関する情報）を更新する必要がある。 

 

なお、現在の最低賃金は月額 BsS.２５万。 

法定福利の食事補助代が BsS.２０万なので、実質最低

賃金は月額 BsS.４５万となっている（「ベネズエラ・ト

ゥデイ No.392」参照）。 

 

最低賃金受給者にとっては決して少なくない金額では

あるが、BsS.３５万では一般スーパーではチーズ１キロ

も買えないとの不満も挙がっている。 
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２０２０年３月２１～２２日（土曜・日曜）              

政 治                        

「Covid-１９感染確認者 ７７名             

     ～キューバ人医師１３０名を招聘～」        

 

３月２２日時点でベネズエラの Covid-１９感染確認者

は７７名に達している。 

 

３月２１日、ホルヘ・ロドリゲス情報通信相は新たに２

７名の Covid-１９感染者を確認したと発表。 

これにより、ベネズエラでの Covid-１９感染確認者は

７０名に達したと説明した。 

 

なお、７０名のうち回復に向かっている患者が１５名。

現時点で Covid-１９を理由とする死者は発表されてい

ない。 

 

マドゥロ政権からの最新の Covid-１９感染に関する発

表は１９日時点。 

 

当時は４２名と発表されていたため、２７名を加えると

６９名になる。ロドリゲス情報通信相の発表した合計７

０名と一致しておらず、メディアを騒がせていた。 

 

結論としては、３月２１日時点での Covid-１９感染確

認者は７０名だったのだろう。 

 

翌２２日にマドゥロ大統領が新たに７名の感染を確認。

合計で７７名になったと説明した。 

 

また、マドゥロ大統領は Covid-１９に対応するため１

３０名のキューバ人医師を受け入れたと発表。 

 

マドゥロ政権の行う医療系の社会開発プログラム「バリ

オ・アデントロ」を通じて無料で医療対応を行うと説明

した。 

 

また、演説でマドゥロ政権が国際的に認識された政府で

あることをアピール。 

 

米州ボリバル同盟（ALBA）、世界保健機関（WHO）、米

州保険機構、国連、中国、キューバ、ロシアと協力を続

けると主張。また、近いうちにロシアから重要な寄付を

受け入れる予定と説明した。 

 

「軽症患者は国営ホテルの寝室を使用」           

 

３月２３日 ホルヘ・ロドリゲス情報通信相は、病院が

Covid-１９患者の対応に注力、病気を隔離できるよう軽

症患者の寝室を必要に応じて国営ホテルに移動させる

ようにすると発表した。 

 

なお、ホテルには医療関係者を配置し、適切な処置を受

けられる準備をするとしている。 

 

ベネズエラでは、ベネズエラ観光局「Venetur」を通じ

て「Alba Carcas」「Recidencias Venetur Anauco」など全

国で１５の国営ホテルを運営している。 

 

今後、病院の寝室利用者が増えることを想定し、一部の

患者をホテルに移動させることができるようにしたよ

うだ。なお、民間セクターのホテルに関しては、何も言

及していない。 

 

また、ロドリゲス情報通信相は、「祖国システム（祖国

カードのサイト）」を通じて、Covid-１９に関するアン

ケート調査を実施していると発表。 

 

回答者のうち１６，３６６人が Covid-１９感染を疑う

症状を訴えており、彼らは医療系の社会開発プログラム

「バリオ・アデントロ」を通じて、キューバ人医師によ

る巡回診察を受けているとした。 
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「ボリビア ５月大統領選の延期を発表」         

 

１９年１０月にボリビアで行われた大統領選は票の不

正操作があったとしてモラレス元大統領が失脚。 

 

現在は、ヘアニネ・アニェス国会第２副議長（当時）が

暫定大統領を務めている。 

 

アニェス暫定大統領は選挙で選ばれた大統領ではない

ため、改めて大統領選を実施する必要があり、２０年１

月には５月３日に大統領選をやり直すと発表していた

（「ベネズエラ・トゥデイ No.389」参照）。 

 

３月２１日 この大統領選について、ボリビアの選挙管

理当局が延期を発表した。 

 

ボリビアの Covid-１９感染確認者は１９名。 

アニェス政権は、Covid-１９感染拡大を阻止するため、

３月２２日から１４日間の外出禁止令を発令している。 

 

選挙管理当局のサルバドール・ロメロ代表は、この状況

で予定通り５月３日に大統領選を実施することは困難

で、新たな選挙日を決めることもできないとした。 

 

経 済                       

「マドゥロ政権 Covid-１９の経済対策発表       

  ～賃貸料６カ月免除、解雇不可、給料保証～」            

 

３月２３日 マドゥロ大統領は Covid-１９を受けた一

連の経済政策を発表した。 

 

主な内容は以下の通り。 

 

１．全国の商業施設・自宅住居の賃貸料、６カ月免除 

２．銀行の商業融資の利息、６カ月免除 

３．中小企業への特別融資制度の施行 

 

４．労働者の解雇禁止令（２０年１２月末まで延長） 

５．通信サービス料の支払い、６カ月免除 

６．CLAP の配給継続に不可欠な７品目の生産のための

特別融資制度の施行 

７．中小企業労働者の賃金を「祖国システム」を通じて

３月から６カ月間は政府が補てん。 

 

これらの政策の多くは、マドゥロ政権が施行しがちな政

策と言える。 

 

民間セクターがマドゥロ政権に求めていた政策は、上記

のような政策よりも「税金の支払い延期・減免措置」「生

産拡大のための原材料輸入のための関税撤廃」など（「ベ

ネズエラ・トゥデイ No.421」参照）。 

 

今後も新たな政策が発表される可能性は高いが、現時点

で言えば民間セクターの要望が反映された内容ではな

いだろう。 

 

また、今回の経済政策は、銀行や不動産賃貸業について

は甚大な悪影響を受ける。マドゥロ大統領は、「関連の

業種に何らかの補てん策を検討する」と述べたが、過去

の経験からすると十分な対応を取るとは考えにくい。 

 

 

（写真）国営報道局（VTV） 

“Covid-１９に対応する経済政策を発表” 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/764ebfed48c6256e8c0c33ce4af78537.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/38de49fe5f9e144f1c9eb561642438cb.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/38de49fe5f9e144f1c9eb561642438cb.pdf
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「ベネズエラの産油量、日量５０万バレルに？」         

 

エネルギー情報サービス会社「Argus Media」は、ベネ

ズエラの産油量が日量２０万バレルほど減少し、３月１

３日時点で日量５０万バレルになっていると報じた。 

 

原油価格の下落を受けて、PDVSA のオペレーションは

極めて厳しい状況に追い込まれており、生産コストが高

いマラカイボ湖周辺の産油地域（日量約１５万バレルを

産出）は完全停止の危機にあるという。 

 

レベルの高い労働者の流出も産油量減少の理由として

いる。 

 

１９年１月に、米国は PDVSA に経済制裁を科した。 

その後、産油量の減少は勢いを増したが１９年後半には

日量７０～８０万バレル台で安定していた。 

 

しかし、原油価格の下落を受けて状況はさらに悪化。 

マドゥロ政権の資金繰りはさらに厳しいものになると

している。 

 

「マドゥロ政権 IMF に１０億ドルの融資要請」            

 

「Bloomberg」は、マドゥロ政権が「国際通貨基金（IMF）」

に対して１０億ドルの融資を再申請したと報じた。 

 

３月１７日 マドゥロ政権は、IMF に対して Covid-１

９対応のため５０億ドルの融資を申請した（「ベネズエ

ラ・トゥデイ No.420」参照）。 

 

しかし、後日 IMF 報道官はマドゥロ政権への融資の可

能性を否定していた（「ベネズエラ・トゥデイ No.421」

参照）。 

 

 

 

IMF がマドゥロ政権へ融資を出来ない理由は「融資金

額」よりも「マドゥロ政権の正当性」にあり、金額を減

らしたとしても融資を得られる公算は高くないと考え

ている。 

 

他方、３月１９日にグアイド議長は 

「IMF に融資を求める必要がある」 

と述べており、グアイド政権も IMF に融資を求めるこ

と自体に異論はないとの方針を示した。 

 

万が一、グアイド政権とマドゥロ政権が協調して IMF

に融資を求めるとすれば、IMF は融資実行を検討する

素地が出来るだろう。 

 

ただし、融資を受けた後で資金を誰がマネジメントする

のか、返済は誰がするのかなど、与野党にとって妥協が

困難なテーマが控えており、実現の可能性は疑問がある。 

 

「NYT Petro 開発者のインタビュー記事公開」         

 

米国紙「New York Times（以下、NYT）」は、マドゥロ

政権が運営するデジタル通貨「Petro」の開発者である

ガブリエル・ヒメネス氏へのインタビュー記事を公開し

た。 

 

ヒメネス氏は、マドゥロ大統領の要請を受けてデジタル

通貨「Petro」の開発に協力。しかし、紆余曲折を経て米

国に亡命したようだ。 

 

ヒメネス氏が最初にデジタル通貨「Petro」開発に関す

る協力要請を受けたのは、ヒメネス氏が当時２７歳で小

さな会社を経営していた時だという。 

 

彼自身の政治思想は野党派で反政府運動にも参加して

いたようだ。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/573e6a4637915b6ff2297aa68dff8d5e.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/573e6a4637915b6ff2297aa68dff8d5e.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/38de49fe5f9e144f1c9eb561642438cb.pdf
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ヒメネス氏は、「Petro」開発の要請を受けて、ベネズエ

ラを内側から変えるチャンスになるかもしれないと思

い、計画に協力。マドゥロ大統領および政権中枢の関係

者と直接連絡を取っていたという。 

 

「私の真の目的は、圧政的なマドゥロ政権の経済モデル

を変えることだった。それが私の使命であり、やりたい

ことだった。そのために、私は友人・知人、自身の評判、

自分の会社、祖国、人生の全てを捧げなければいけなか

った。 

 

この方法でしかベネズエラを解放することが出来ない

と考えていた。」 

と語った。 

 

しかし、１８年３月にトランプ政権が「Petro」に制裁を

科した。この制裁を科した日に米系メディアの AP 通信

が「Petro」開発に関わっているガブリエル・ヒメネス氏

は米国議会と協力関係にあると報じた。 

 

この記事を皮切りにヒメネス氏は野党派、与党派双方か

ら激しい攻撃を受けることになる。 

 

そして、１８年７月に与党側の制憲議会はヒメネス氏を

「祖国への裏切り」で調査するよう要請。 

 

生命の危機を感じたヒメネス氏は１９年４月に自身の

車を売却し、米国行きのチケットを購入。両親とともに

米国へ亡命したという。 

 

以上 

 

 


